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国土交通省直轄の大規模災害復旧・復興事業，大規模事業等において事業促進ＰＰＰの適用事例が増え

るなか，必要な時に速やかに事業促進ＰＰＰを導入するため，「国土交通省直轄の事業促進ＰＰＰに関す

るガイドライン（平成31年３月）」が策定された．本稿は，事業促進ＰＰＰを導入した事業において，ガ

イドライン策定後，実際に提出された「業務記録簿」のデータ集計・分析により把握した，ガイドライン

策定による事業促進ＰＰＰの業務改善効果について報告するものである． 

 

     Key Words : Public-Private-Partnership forProject Acceleration, Guideline on Public-Private-Partner-
ship for Project Acceleration in MLIT 

 

 

1. はじめに 

 

近年、国土交通省直轄の大規模災害復旧・復興事業，

大規模事業において，調査・設計等の上流段階から官民

双方の知識・技術・経験を融合させることにより，効率

的な事業マネジメントを行う事業促進ＰＰＰの適用が広

がっている．事業促進ＰＰＰの適用事例が増えるに従い，

実施方法，業務内容が不明確である等の課題が指摘され

るなか，必要な時に速やかに事業促進ＰＰＰを導入しや

すい環境を整えるため，事業促進ＰＰＰを導入する際に

参考となる実施方法や業務内容等を明確にした，「国土

交通省直轄の事業促進ＰＰＰに関するガイドライン（国

土交通省，平成31年3月）1)」（以下，「ガイドライン」

とする）が策定された． 

本稿では，事業促進ＰＰＰ事業において，ガイドライ

ン策定後，実際に提出された「業務記録簿」のデータ集

計・分析により把握した，ガイドライン策定による事業

促進ＰＰＰの業務改善効果について報告する． 

2. 調査方法 
 

ガイドラインでは，事業促進ＰＰＰは，「全体事業計

画の整理」，「測量・調査・設計業務等の指導・調整」，

「地元及び関係行政機関等との協議」，「事業管理等」，

「施工管理等」のマネジメント業務を行うものであり，

積算，監督，技術審査等の比較的定型的な補助業務を行

う発注者支援業務，単純な資料作成を行う資料作成補助

業務とは区別されることが示されている．また，契約内

容が適切に履行されていることを確認するため，監理業

務受注者は「業務記録簿」を作成し，調査職員に提出す

ることになっている．そして，監理業務受注者の記録簿

作成の負担を軽減するため，「業務記録簿」は，担当者

毎に，「何に関して（内容）」，「どこで（場面）」，

「誰と（相手）」，「どうした（実施）」をプルダウン

形式で選択できる形式となっている．さらに，内容に関

する選択肢を，特記仕様書の項目に従って設定し，事業

促進ＰＰＰの多様な知識・豊富な経験の融合による貢献
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を反映できるように，主体度や技術レベルに応じて場面

や実施の選択肢に区別を設ける工夫がなされている（表

-1，2）． 

ガイドライン策定前，既往研究において，調査期間２

週間（平成31年2月）の「業務記録簿」試行データを

「見える化」することにより，事業促進ＰＰＰの業務実

施状況を把握できること等の可能性が示されている2), 3)．

本研究では，より長期間に亘るデータに基づき，事業促

進ＰＰＰの業務の実施内容を「見える化」し，ガイドラ

イン策定により事業促進ＰＰＰに求められる高度な能力

を活かした業務が実施されている状況を明らかにするこ

とを目的とした．  

今回，調査職員の承諾を得て，監理業務受注者より

「業務記録簿」を入手し，集計，分析を実施した．調査

対象は，調査協力が得られた，東北地方整備局管内の三

陸沿岸道路等の復興道路事業のうち9工区と九州地方整

備局管内の熊本地震災害復旧事業及び道路事業のうち4

工区・業務，計13工区・業務とした．また，調査期間は

ガイドライン策定後の令和元年４月から７月までの４ヶ

月間とした． 

 

 

3. 研究結果 
 

(1) 業務内容の「見える化」による事業進捗状況把握 

調査を実施した工区毎の，事業促進ＰＰＰの業務項目

の作業時間割合を図-1に示す（ガイドラインでは，「業

務記録簿」を効率的，効果的に作成するため，項目記載

例として，①全体事業計画の整理，②測量・調査・設計

業務等の指導・調整・等，③地元及び関係行政機関等と

の協議，④事業監理，⑤施工管理，⑥その他，以上，６

項目が挙げられている）．三陸沿岸道路等の復興道路事

業では事業管理や施工管理に多くの時間が費やされてお

り，施工段階と捉えることができる，一方，九州地整管

内の業務では事業管理や協議に多くの時間が費やされて

おり，計画段階と捉えることができる．  

次に，工区毎の業務対象者（「相手」）の割合を図-2

に示す．本局，事務所，調査職員を合わせた「発注者」

の割合は，三陸復興道路事業では10～30％，九州地整管

内事業では20～40％である．また，三陸復興道路事業で

は工事受注者の割合が多く，九州地整管内事業では業務

受注者の割合が多い．このような業務対象者の割合は，

事業の進捗に応じて変化すると考えられる．なお，「Ｐ

ＰＰチーム内」は5～40％と，工区間のばらつきが大き

い． 

 

(2)  業務内容の「見える化」による業務実施状況把握 

表-1 業務記録簿の記載項目例（業務内容に対応） 

 
 

表-2 報告書の記載項目例（実施内容・場面・相手に対応）  

 

 

 

図-1 業務項目作業時間割合の事業間比較 

 

 

図-2 業務対象者（相手）割合の事業間比較 

 

全体事業計画の整
理

事業計画案把握，事業計画案整理，⼯程
表作成，・・・，その他

測量・調査・設計
業務等の指導・調
整等

設計⽅針調整，⼯程把握，⼯程調整,指
導・助⾔，指⽰・協議，成果内容確認，
検査資料確認，・・・，その他

地元及び関係⾏政
機関等との協議

⽴⼊地元説明，地元調整・協議，協議資
料作成，・・・，その他

事業管理

事業進捗管理，期間短縮検討，コスト縮
減検討，⽤地取得検討，⽤地進捗管理，
⼯事計画検討，情報公開・広報，その他
事業推進，・・・，その他

施⼯管理

施⼯⽅針調整，⼯程把握，⼯程調整，地
元・関係⾏政機関協議，協議資料作成，
指導・助⾔，指⽰・協議，施⼯状況確
認，検査資料確認，・・・，その他

その他 事務作業，移動，・・・，その他

実施内容

調査，状況確認，資料作成・修正（定型的な作業）、
資料作成・修正（技術的な知⾒が必要），内容精査・
修正（技術的な知⾒が必要），案作成・修正（技術的
な知⾒が必要・⾃ら検討），情報共有，指導・助⾔・
指⽰，調整，説明・協議・交渉，成果・出来型確
認，・・・，その他

場⾯
会議・打合せ，現地調査・確認，⽴会，協議・交渉・
説明会（単独），協議・交渉・説明会（随
⾏），・・・，その他

相⼿
全体，調査職員，事務所，本局(整備局），ＰＰＰチー
ム内，業務受注者，⼯事受注者，地権者，住⺠，地⽅
公共団体，警察，消防署，ｲﾝﾌﾗ企業，・・・，その他

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全体事業計画の整理 測量・調査・設計業務等の指導・調整等
地元及び関係⾏政機関等との協議 事業管理
施⼯管理 その他
事業監理業務以外の業務

事業管理や施⼯管理が多い 事業管理や
協議が多い

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

本局（整備局） 事務所 調査職員 地⽅公共団体
警察・消防署 インフラ企業 住⺠・地権者 業務受注者
⼯事受注者 PPPチーム内 全体

⼯事受注者が多い 業務受注者
が多い

- 224 -



 

 

既往研究において，三陸沿岸道路事業のうち，ガイド

ライン策定前に調査を実施したａ工区，ｂ工区，ｃ工区

の３工区で，ガイドライン策定後の今回の調査でも協力

が得られた．これらの工区概要を表-3に示す．そして，

各々の工区に対して，ガイドラインの策定前後の業務

「実施」内容を比較した結果を図-3に示す．ｂ工区とｃ

工区において，「資料作成・修正（技術的な知見が必

要）」業務が増加し，「資料作成・修正（定型的な作

業）」業務が減少している．「資料作成・修正（技術的

知見が必要）」業務の増加と「資料作成・修正（定型的

な作業）」業務の減少は，単純な資料作成を行う資料作

成補助業務とは区別することを明確にしたガイドライン

の導入効果と考えられる．なお，ａ工区における「資料

作成・修正（技術的な知見が必要）」業務が多く，「資

料作成・修正（定型的な作業）」業務が少ないという状

況は，ガイドライン策定前後に大きな変化はみられない．

この理由は，ａ工区では，ガイドライン策定前から事業

促進ＰＰＰ業務を理解し，事業促進ＰＰＰに求められる

高度な能力を活かした業務を実施する体制が整えられ，

実践されていたためと推察される． 

次に，ガイドライン策定前後の「説明・協議・交渉」

に当てられた月あたりの時間を図-4に，説明，協議，交

渉に参加した技術者ののべ人数を図-5に示す．「説明・

協議・交渉」に当てられた時間は，ガイドライン策定前

後で横ばいか，減少している．減少した原因は，事業が

施工段階に移行したことにより，関係行政機関や地元と

の説明，協議，交渉の機会が減ったためと考えられる．

また，月当たり時間を参加延べ人数で割った数値を見る

と，ａ工区の0.46が最大である（表-4）． 

 

(3) 事業促進ＰＰＰの更なる改善に向けて 

ガイドラインでは，事業促進ＰＰＰの受注インセンテ

ィブが課題となるなかで，常駐・専任を求める技術者が

増えると監理業務受注者の負担が大きくなることが懸念

されるため，発注者支援業務と事業促進ＰＰＰの業務を

区別し，「資料作成・修正（定型的な作業）」業務は発

注者支援業務で実施する等，監理業務受注者の負担軽減

を図ることが重要であるとされている．図-3が示すよう

に，「資料作成・修正（定型的な作業）」業務が減少し，

監理業務受注者の負担軽減が図られていることを示して

いる． 

次に，「資料作成・修正（技術的知見が必要）」業務

表-3 詳細調査対象案件の概要（Ｈ31.3時点） 

 

 

 

図-3 実施内容のガイドライン策定前後比較 

 

 

図-4 説明・協議・交渉時間のガイドライン策定前後比較 

 

 

図-5 説明・協議・交渉 参加のべ人数 

 

表-4 説明・協議・交渉の１回・人当たりの時間 
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の内訳を図-6に示す．ａ，ｃ工区では事業管理に係わる

資料作成，ｂ工区では施工管理に係わる資料作成の割合

が多い．これらの工区で実施されている資料作成修正

（技術的知見が必要）業務について，事業管理，施工管

理関わる具体事例をそれぞれ表-5および表-6に示す．こ

れらの「資料作成・修正」業務の中には，機能補償に関

わる業務（ａ工区にて5月実施），施工成果とりまとめ

（ｂ工区にて4月，6月実施）等，業務の実施場所にとら

われないと思われる内容が一部で見受けられる．常駐・

専任の人数が少なくなれば監理業務受注者の負担が軽減

され，受注インセンティブ向上にもつながるため，「資

料作成」の実施場所を考慮した，適正な人員配置計画が

今後必要になると考える． 

 
4. おわりに 
 
 

本研究において，事業促進ＰＰＰ事業における「業務

記録簿」を「見える化」（データ集計・分析）すること

で，ガイドライン策定により技術的知見を必要とする業

務へと業務内容がシフトしていることが明らかとなった．

また，一部において，必ずしも常駐・専任を必要としな

い資料作成業務に多くの時間が当てられており，技術者

配置要件の工夫に必要な情報も得られた．  

今後は，ヒアリングや，配置技術者個々の業務内容等

を加味したより詳細な業務実施状況の分析，事業全期間

を通したデータに基づく経時的分析等を実施し，これら

を基礎資料として，業務・工事の受注制限の緩和につい

て検討する際に配慮すべき事項のひとつである利益相反

を生むようなケースがないか等，さらなる検討へとつな

げていきたい． 
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WORK IMPROVEMENT EFFECTS BASED ON DAILY REPORTS OF PPP FOR PROJECT 
ACCELERATION IN MLIT  

 
OHNO Takumi, MITSUTANI Yuki, IBOSHI Yuki, ISHIMOTO Keiichi and NAKASU Keita 

 
The porpose of this study is to investigate the work improvement effects of Public-Private-Partnership for Project Acceleration 

in MLIT by using daily work reports of some on-going projects. As a result of this study, it is recognized the guideline on Public-

Private-Partnership for Project Acceleration published in March, 2019 is effective for better understanding on the purpose, role 

and business description of PPP.  

 

図-6 資料作成（技術的知見が必要）内訳割合 

 

表-5 資料作成修正（技術的知見が必要）業務具体事例 

（ａ，ｃ工区，事業管理） 

 

表-6 資料作成修正（技術的知見が必要）業務具体事例 

（ｂ工区，施工管理） 
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全体事業計画の整理

地元及び関係⾏政機関等との協議

測量・調査・設計業務等の指導・調整等

事業管理

施⼯管理

その他

⼯事計画
検討等

迂回路の⾏政対応，既設構造物の機能補償に関わる業務，⽀
障物移転計画，現道活⽤に関する課題整理および⼯程計画，
仮設計画図，路床⼟量調整資料，他

事業推進
事業総括図，中和処理施設に関する⾏政機関対応，既存排⽔
場の排⽔ルート変更，資材置き場の利⽤計画，⽤地補償対
応，他

⼯程把握・
調整

進捗⼯程管理表，残⼯事とりまとめ資料，施⼯成果とりまと
め資料，業者借地資料とりまとめ資料，他

協議・説明

⼯損協議資料，現地確認引き継ぎ資料，残⼯事説明資料，苦
情対応資料，函渠占有申請書類，⽤⽔路引渡し承諾書（対⽔
利組合），道路改良事前提供資料とりまとめ，地権者要望資
料，新規⼯事内容確認資料，他
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